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研究成果の概要（和文）：本研究は、植民地への鉄筋コンクリート技術の伝播という視点から、アーカイブズ調
査に基づき次の2点を明らかにした。①エヌビック社が刊行した雑誌『べトン・アルメ』に紹介されたプロジェ
クトの分析により、インドシナを含む旧フランス領における作品が世界的な鉄筋コンクリート建築の広がりのな
かでいかに紹介されていたかを明らかにした。②ブロサール・モパン社がシンガポールで鉄筋コンクリート技術
を用いた建築事例を多く生み出し、その地域における技術普及の一翼を担ったことを、アーカイブスに保存され
た図面や文書資料から具体的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research explored the dissemination of reinforced concrete technology 
in colonies, focusing on the following two points: 1. Through the analysis of a magazine published 
by Hennebique company, it highlighted how the works in former French colonies were introduced within
 the global expansion of reinforced concrete architecture. 2. It concretely illustrated, through 
archived drawings and document materials, that Brossard & Mopin company produced numerous building 
examples using reinforced concrete technology in Singapore, playing a significant role in technology
 proliferation in the region.

研究分野：建築史, 建築意匠
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
この研究は、植民地における近現代建築史においてこれまでに重視されてこなかった生産・技術史的視点をも
ち、鉄筋コンクリートという近代における新しい技術を用いて建築作品をつくった建設会社に焦点を当ててい
る。本研究においてはブロサール・モパン社が具体的に英領シンガポールでどのような鉄筋コンクリート技術を
展開させたかをアーカイブズの資料から明らかにしたことは、地域ごとの鉄筋コンクリート技術伝播の状況の違
いを具体的に理解することが可能となる点において学術的に重要である。本研究による技術的な視点は今後のア
ジアにおける鉄筋コンクリート建造物の遺産評価を充実させることに貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年、植民地における近現代建造物の文化遺産評価が活発になりつつあるが、それらは様式、
建築家、都市史としての価値評価が先行し、生産史・技術史的研究からの評価が遅れている。本
研究により国際的技術伝播を対象とした史的研究を充実させ、それらを文化遺産の評価に反映
させることが重要であると考える。旧仏領インドシナ連邦が成立する時期と重なり、フランス本
国は鉄筋コンクリート技術の開発において中心的役割を果たした。しかしフランス本国におい
ては、既に 19世紀末には市民施設の建設が組石造、鉄骨造で為され充実していたために、20世
紀初頭から汎用された鉄筋コンクリート技術による建造物は試用期において多くは建てられな
かった。むしろ実験期である 19世末から 1930年代までの鉄筋コンクリート建造物の試用期か
ら汎用期初期にかけて多くが建てられたのは施設の充実が必要とされた旧仏領インドシナ等の
植民地においてであった。しかし、これらの建造物は、フランスのアーカイブズなどに保管され
ている資料や歴史的専門誌に記録があるものの、現地においては文化遺産として評価がされて
いないばかりでなく、存在の有無も確認されていないものが多い。 
 
２．研究の目的 
シェアード・ビルト・ヘリテージとしての旧仏領インドシナの鉄筋コンクリート建造物を研究
対象として、新技術の試用段階、汎用初期段階において、鉄道施設、港湾施設、公共施設などが
どの様に建設されフランス本国から植民地に如何に技術伝播が為されたかセメント工場建設、
プラント建設などの生産体制の確立を含めて問う。旧仏領インドシナにおける鉄筋コンクリー
ト建造物の建設推移・地理的分布、用途・規模、構法、現況等を把握し、植民地における鉄筋コ
ンクリート建造物の生産体制の確立状況、鉄筋コンクリート技術の汎用化の変遷を止揚するこ
とにより、鉄筋コンクリートの技術伝播の様態を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 ⑴ 既往研究によるフランス国内における鉄筋コンクリート技術開発の変遷の把握 
⑵ フランスにおける既往都市史調査、技術アーカイブズ、歴史的専門誌の調査 
⑶ ベトナム、ラオス、カンボジアにおけるアーカイブズ調査 
上記のアーカイブズ調査を通して、旧仏領インドシナにおける鉄筋コンクリートの技術伝播
の様態を明らかにするために、鉄筋コンクリート建造物の建設推移・地理的分布、用途・規模、
構法、現況等を把握し、植民地における鉄筋コンクリート建造物の生産体制の確立状況、鉄筋コ
ンクリート技術の汎用化の変遷の概要を資料より把握する。 
 
４．研究成果 
⑴エヌビック社による機関誌『べトン・アルメ』にみる植民地への鉄筋コンクリート技術の展開 
鉄筋コンクリート技術の汎用化の過程において中心的に活躍したのがエヌビック社であった。
エヌビック社はフランソワ・エヌビック（François Hennebique, 鉄筋コンクリート技術に関す
る先駆的な特許を取得しエヌビック・システムを確立。世界中に代理店を持ち、鉄筋コンクリー
ト技術を世界的に伝播することに寄与した。）を代表とし、機関誌『べトン・アルメ（Béton armé : 
revue mensuelle technique et documentaire des constructions en béton armé, système 
Hennebique, 以下 BAと表記）』を刊行していた。BAには鉄筋コンクリート技術が用いられた建
設事例が掲載されており、これを網羅的に確認することでエヌビック社の仕事の範囲のもとで、
世界的にどのように鉄筋コンクリートのプロジェクトが展開していたかを把握した。 
 BAの創刊号（1898 年6 月）から最終号（1939 
年 8 月）までの計 377 巻を対象に、目次から
各プロジェクトのタイトルを抽出し、建設地
と建物の用途分類を行った。国ごとのプロジ
ェクト掲載件数を（表１）に示す。フランスの
周縁国、特にスイス、ベルギー、イギリス、イ
タリアの掲載件数が特に多いが、旧仏領とし
てベトナムやアフリカ諸国にも少数ではある
が掲載作品があることが分かった。掲載事例
の所在国と、掲載年代に着目すると、創刊当初
はエヌビック社が中心的に事業を行ったフラ
ンス、イギリスの事例が多いが、1897 年には
マダガスカルが、1901 年にはチュニジアの事
例が掲載され、早い段階で植民地の事例が紹
介されていることが分かった。インドシナの
ベトナムは 1907 年に事例掲載が確認でき、こ
れはトルコやジョージアなど東ヨーロッパの
国よりも早い時期の掲載であった。 

表 1.『べトン・アルメ』における国ごとの作品掲載件数 



  
 
⑵ブロサール・モパン社によるアジアへの鉄筋コンクリート技術の普及 
①ブロサール・モパン社の活動基盤の分析 
ブロサール・モパン社（Brossard&Mopin,以下 BM社）は鉄筋コンクリート技術による建設工事
を旧仏領インドシナ、シンガポール、天津などで行ったフランスの建設会社である。フランスか
ら植民地を含むアジア地域に鉄筋コンクリート技術を伝播させた重要な建設会社のひとつとし
て BM 社を捉え、重点的に資料調査を行った。まずアーカイブズにおける目録調査によって、BM
社によるインドシナ、中国、シンガポールにおける建設事例の目録を作成した。 
また、BM社の支店の展開を整理し、社名の変遷、資本金、銀行との関係、特許の要素と合わせ
て（図１）にまとめた。これにより、BM社は本店を仏領であったサイゴンから、中国の天津に移
転しており、また、英領のシンガポールにも 1912 年に支店進出、さらに 1932 年にはシンガポー
ル支店を名称変更し、分社化を行った上で 1947 年まで活動していたことがわかった。その背景
には中国興業銀行による出資や、資本価値向上策があり、銀行との強い結びつきのもとで事業展
開を行っていたことが明らかになった。このように、B.M.社は、資本の投入により支店を地理的
に拡大させることで仏領以外の地域に対しても鉄筋コンクリート技術を用いた建造物を生産す
る基盤を発展させていったものと考えられる。 
 
②シンガポールにおけるブロサール・モパン社の活動 
自国の植民地であるインドシナとは異なる地域への展開として、BM 社の支店が 1912 年から
1932 年まで置かれていたシンガポールでの BM 社の活動について焦点を絞り、アーカイブズにお
ける資料調査を実施した。シンガポール国立アーカイブズに BM 社に関する資料が所蔵されてお
り。2022 年度に行った資料調査によって具体的に次なる成果を上げることができた。 
a. シンガポール国立アーカイブズには、BM社が 1913 年から 1930 年にかけて作成した 56件
の建築計画案の図面および文書資料が 1362 点存在した。 
b. 図面に記載された道路名称と現在の地図および古地図を照合することにより、申請された
56 件の計画のうち 26件の建設位置を特定した。 
c. 計画の名称および図中の表記を確認することにより鉄筋コンクリートが用いられた計画は、
申請された 56件の計画のうち 48件であることが分かった。 
d. 新聞記事のアーカイブズ資料を確認することで、鉄筋コンクリートが用いられた 48 件の
計画のうち 19件が実際に建設されたことを特定した。 
e. 実際に建設された 19 件のうち、4件が現存しており、3件がナショナルモニュメントとし
て保護対象となっていることが分かった。その他の 12 件は現存せず、3 件については典拠がな
く判別不能であった。 
上記の内容から、アジアにおいて鉄筋コンクリート建造物の建設を行った BM 社について、シ
ンガポールにおける活動状況を図面資料から具体的に把握することができた。また数少ない現
存する作品のほか、多くの計画案および既に滅失した計画があったことが明らかになった。 
 
⑶研究成果のまとめ 
エヌビック社による『べトン・アルメ』の分析から、植民地におけるプロジェクトがいかに機
関誌を通じて世界に紹介されていたかを明らかにした。またアジアで活動したフランスの建設
会社のモデルとしてブロサール・モパン社を設定し、そのシンガポールにおける活動に着目した。
シンガポールにおける事例の具体的な図面等の資料を網羅的に確認することにより、鉄筋コン
クリートの技術伝播の様態の新しい側面を提示した。 

図１.ブロサール・モパン社の支店の展開と会社名・資本金などとの関係 
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